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旧自主条例の景観法に基づく景観計画等への移行状況と内容変化

Situation and contents of the transition from independent ordinances to landscape plans affected by landscape act

1　研究の背景と目的

　景観法の全面施行から3年が経過し、2008年4月1日

時点で景観法に基づく景観計画（以下、景観計画とする。）

は、104自治体において105計画が策定されている 。景

観法の目的には「地方公共団体の景観に関する自主条例（以

下、旧自主条例とする。）等の景観行政の取り組みをバッ

クアップする」ことがあり、「旧自主条例を景観計画等 に

移行することによって弱点とされる法的拘束力の不足など

を補うことができる」 とされている。しかし旧自主条例か

らの移行について全国的にその状況を明らかにした研究は

なく、また移行と内容変化の全国的傾向を明らかにするこ

とは景観法評価の一手段として必要であると考えられる。

　そこで本研究は①旧自主条例から景観計画等への移行状

況を明らかにし、それらの内容を比較することで②景観計

画等への移行の傾向を把握することを目的とする。

2　研究の位置付けと方法と枠組

　景観法に関する研究として、宇於崎らの中核市における

景観法に基づく景観条例（以下、委任条例とする。）の整

備状況に関する研究 、佐藤らの景観計画における建物規

制の内容分類から形態意匠以外の規制の実効性担保が課題

と指摘した研究 、室田の神奈川県を対象とした行為制限

の設定方法と運用実態に関する研究 等がある。さらに小

浦は景観計画区域や景観形成基準の内容について、他制度

との連動の必要性を指摘している 。しかし、これらの研

究では旧自主条例からの移行に着目した分析はない。

　また旧自主条例からの移行に関する研究として、内海ら

の小田原市を対象とした景観紛争事例の問題点を通して旧

自主条例からの移行理由を明らかにした研究 がある。さ

らに秋田は神奈川県4自治体を対象として景観形成には事

前協議を通じた合意形成が必要だが、景観法では不十分と

指摘している 。ただし、これらの研究は委任条例の枠組

を対象としており、規制など具体的内容の分析はない。ま

た神奈川県の事例研究であり、「関東圏と他地域では景観

計画の傾向に違い」が見られるため、旧自主条例からの移

行の全体像を把握するには全国的に分析する必要がある。

　本研究は旧自主条例からの移行内容の全国的状況を明ら

かにするという点に新規性がある。研究の方法としては景

観法施行前後の行政資料 による文献調査から制度上の変

化を分析する。以上に基づき、第3章で移行状況の把握、

第4章で旧自主条例と景観計画の内容比較を行う。

3　旧自主条例から景観計画への移行状況

3-1　景観計画の策定状況

　まず景観法施行後の景観計画の策定状況をみる。2008

年4月1日時点で342の自治体が景観行政団体となり、

104団体（市町村96団体、都道府県8団体）が景観計画

を策定している。月別の策定状況を見ると、2005年7月

に策定された近江八幡市風景計画（水郷風景計画編）を皮

切りに、月に2計画程度のペースで増加してきた。しか

し2007年3月以降は月に5計画以上が策定される場合も

あり、景観計画の策定ペースは上がっている（図1）。
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3-2　旧自主条例からの移行状況

　次に旧自主条例から景観計画等への移行状況をみる。景

観計画は新規型計画（以下、新規型とする。）と移行型計

画（以下、移行型とする。）にわけることができる 。その

内訳は市町村が新規型、移行型ともに48自治体あり、都

道府県は移行型が7自治体ある。都道府県にのみ新規型

と移行型の差がある。また移行型を策定した自治体は旧自

主条例を策定している全自治体の25％ だけで、移行の進

展は不十分と言える。さらに月別の状況を見ると、景観法

施行から2年間は移行型が多い。しかし2007年後半以降

の策定数は移行型が25自治体であるのに対して新規型が

30自治体と、直近では新規型の策定が多い。景観法には「移

行型が策定しやすい工夫がある」にも関わらず、新規型と

移行型の策定数に差がない状況は今後検討が必要である。

3-3　新規型・移行型計画の枠組

(1)景観計画と景観基本計画

　景観計画と景観基本計画の関係をみると、景観計画のほ

かに景観基本計画を持つ基本計画分離型と、一体となって

いる基本計画一体型がある。約8割の自治体が基本計画

一体型を用いており、基本計画一体型が優勢となっている。

また基本計画分離型の移行型計画には札幌市や名古屋市な

ど大規模な都市が含まれることが特徴である。

(2)景観計画と景観条例

　次に景観計画と景観条例の関係をみる。景観法施行以前

にこれらの枠組について四つの基本型 が予想されたが、

実際には以下の6分類となる。さらに策定の実態 は複合

委任条例・単独型に集約している（図2）。

①複合委任条例・複合型（新規型なし、移行型2計画）

　複合委任条例・複合型は景観計画のほかに、景観法委任

規定と自主規定 をまとめた複合委任条例（以下、複合委

任条例とする。）に加えて、さらに自主条例を用いる型で

あり、最も肌理細やかな指導・誘導ができると考えられる。

二つの移行型計画が確認でき、高山市は委任条例のほかに

市街地景観条例で歴史的市街地の保全を、京都市は眺望景

観創生条例で眺望規制を行っている。

②複合委任条例・単独型（新規型40計画、移行型51計画）

　複合委任条例・単独型は景観計画と複合委任条例を持つ

型であり、景観法策定前の段階で「旧自主条例から移行す

る場合に最も多く想定」されていた。移行型の90％、新 図1：月別景観計画策定数
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規型も85％がこの型であり、新規型と移行型の区別なく

景観計画と景観条例の一般的な枠組と言える。つまり新規

型も旧自主条例をベースに策定していると言える。

③単体委任条例・複合型（新規型2計画、移行型2計画）

　単体委任条例・複合型は景観計画のほかに、委任規定と

自主規定を別の条例で運用する型である。景観法策定前の

段階で「規制手法を持たない旧自主条例を運用している場

合に多く想定」されていたが、新規型と移行型に差はない。

④単体委任条例・単独型（新規型3計画、移行型1計画）

　単体委任条例・単独型は景観計画と景観法の委任規定に

特化した単体委任条例を持つ型である。景観法策定前の段

階で「新たに景観施策を検討する場合の基本的な型」とさ

れていたが、実際に新規型で3計画しか使用されていない。

⑤自主条例単独型（新規型なし、移行型1計画）

　自主条例単独型は景観計画策定後も自主条例で運用して

いる型である。佐賀市は屋外広告物規制のために景観計画

を策定しており、委任条例へ移行していない。

⑥条例未策定型（新規型1計画、移行型なし）

　条例未策定型は景観計画を策定しているが、委任条例や

自主条例を策定していない型である。新規型の宇部市のみ

がこの型となる。

4　景観法施行前後の内容比較

4-1　内容比較の枠組

　行政資料 の内容についてハード面（面的指定・点的視

点）およびソフト面から整理をし、内容の比較を行う。主に、
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新旧景観条例の記載内容が中心に 、規制内容が増加して

いる場合を「○」、減少している場合を「☆」、変化が見ら

れない場合を「△」とする。また類似事項がある場合を「●」

とする。以下で項目ごとの変化を明らかにする。（表1）

4-2　面的な景観形成制度

(1)広範な地域における制度

　景観法施行前の「大規模建築物等の届出制度（以下、大

規模行為の届出とする。）」と施行後の「景観計画区域にお

ける届出制度」がこれにあたる 。施行前から大規模行為

の届出を行っていた自治体が多く、状況に変化がない自

治体が74％ある。また施行後に制度新設または範囲拡大

を行った自治体が20％あり、現状維持以上と判断できる

自治体は9割を超えている。一方、施行前よりも範囲を

縮小している自治体として宇和島市と日田市が挙げられる

が、両市とも自主条例による大規模行為の届出が続いてお

り 、移行による後退はない。つまりこの項目に関して、

全国的に景観法は好影響を与えていると考えられる。

(2)地区指定による詳細な制度

　地域により名称は様々であるが、一般的に景観法施行前

の「都市景観形成地区」と施行後の「景観計画重点区域」

がこれにあたる 。記載内容に変化がない自治体は52％で

ある。さらに地区指定を強化した自治体が28％あり、そ

の86％が施行前からの地区指定制度に加えて新たな地区

指定制度を導入している。このことから既存制度の強化が

顕著であることがわかる。また8割の自治体が現状維持

以上の変化を行っており、景観法は効果的に働いていると

言える。ただし青森県、青森市、四日市市では地区指定の

制度が無くなっており、今後の動向に注意する必要がある。

（3）特定届出対象行為

　景観法の目的の一つに「旧自主条例による景観形成に法

的拘束力を所持させる」ということがあるが、87％の自

治体で委任条例に特定届出対象行為の項目を設けており、

条例の紙面上では活用されている と言える。一方、13％

の自治体では記載がなく、特に大都市で多くみられる。

4-3　点的な景観形成制度

　こちらも名称は様々であるが、一般的に景観法施行前の

「都市景観形成建築物」と施行後の「景観重要建造物」が

これにあたる。関東を中心に26％の自治体が建築物指定

制度を新設している。さらに施行前の制度に加えて景観重

要建造物を設置する自治体が30％ある。そのまま置換す

る自治体が35％であることから考えても、自主的な建築

物指定制度と景観重要建造物の併用が一つの典型であると

言える。ただし類似項目より生じ得る混乱について、今後

検討の必要がある。また9割の自治体が現状維持以上の

状態にあり、新設の数からも面的制度より景観法の影響が

大きい。しかし景観重要建造物の運用実績は少なく 、指

　   共通：○制度あり・増加 △制度あり・変化なし ☆制度あり・減少
　  　　　 ●類似項目あり　 ▲制度なし・変化なし ★制度なし・弱化　　
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罰
則

北
海
道

東川町 ○ ○ ○ ○● ▲ ▲ ○ ○ ○ △

旭川市 △ △ ▲ △ △ ▲ △ △ ▲ ▲

札幌市 △ △ ▲※ 1 ○● ★ ○ △ △ ○ ▲

東
北

青森県 △ ★ ○ ▲ △ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

青森市 △ ★ ○ ○ ★ ▲ △ △ △ ▲

酒田市 ○ △ ○ △ ▲ ▲ ★ △ △ ▲

関
東

東京都 △ △● ○ ○● ▲ ○ △ △ ▲ ▲

世田谷区 ○ △ ○ △※ 2 ▲ ▲ △ △ △ ▲

府中市 △ △ ○ △ △ ○ ☆ △ ★ ▲

小田原市 △ ☆● ○ ○ ○ ▲ △ ▲ △ ▲

横須賀市 △ ○● ○ △ △ ▲ △ △ △ ▲

鎌倉市 △ ○● ○ ○● △ ▲ ○ △ △ ▲

藤沢市 △ △● ○ △ △ ▲ △ △ ▲ ○

湯河原町 ○ ☆ ○ ○ ▲ ▲ ○ ▲ ▲ ▲

川崎市 △ ○● ○ ○ △ ▲ ☆ △ ▲ ▲

埼玉県 ○ ○● ○ ○ △ ○ ▲ △ ▲ ▲

八潮市 ○ ○ ○ ○ ▲ ○ △ △ ▲ ▲

我孫子市 △ △● ○ △ ☆ ○ △ △ △ ▲

柏市 △ △ ○ ○ ▲ ▲ △ △ △ ▲

小山市 △ △ ○ △ △ ▲ △ △ ▲ ▲

日光市 ○ ☆ ○ ○ ▲ ▲ △ △ ○ ▲

中
部

新潟市 △ △ ○ △ ▲ ▲ △ △ ○ ▲

長野県 △ ○● ○ ○● ○☆ ▲ ▲ △ ▲ ★

小布施町 ○ △● ○ ○● ○ ○ ○ ▲ ○ ▲

長野市 △ △ ○ △ ★ ▲ △ △ △ ★

松本市 △ ☆ ○ △ ★ ▲ ▲ △ △ ▲

大野市 △ ☆ ○ △ ▲ ▲ ○ △ ▲ ▲

福井市 △ △ ○ △ ★ ▲ △ △ ▲ ▲

名古屋市 △ ○● ▲ ○● △ ▲ △ △ ▲ ▲

各務原市 △ △ ○ △ △ ▲ △ △ ▲ ▲

高山市 △ △ ○ ○ △ ▲ ▲ △ △ △

熱海市 △ ☆ ○ △ ▲ ▲ △ △ ○ ▲

静岡市 △ ☆ ○ ○● ☆ ▲ △ △ ○ ▲

関
西

四日市市 △ ★ ○ △ ★ ▲ ★ ★ ○ ▲

大阪市 △ △ ▲ ○● △ ▲ △ △ △ ▲

箕面市 △ ○● ○ ○● ○ ○ ○ △ ★ ▲

豊中市 ※ 3 - - - - - - - - -

神戸市 ※ 4 ○● ▲ ○● ○ ▲ △ △ ▲ △

伊丹市 ○ ☆ ○ ○● ▲ ▲ △ △ ▲ △

姫路市 △ ○● ○ ○● ▲ ▲ △ △ ○ ▲

京都市 △ ○● ▲ ○● △ ▲ ○ ▲ △ △

宇治市 ○ △ ○ △ ○ ▲ ☆ △ ▲ ▲

彦根市 △ △ ○ ○ △ ▲ △ △ ○ ▲

中
国
・
四
国

鳥取県 △ △ ○ ▲ ▲ ▲ △ △ ▲ ★

鳥取市 △ △ ○ ○ ▲ ○ ○ △ ▲ ★

松江市 △ △● ○ ☆ △ ▲ △ △ ▲ ○

出雲市 △ △ ▲ △ ▲ ▲ ★ ★ ○ ▲

岡山県 △ △● ○ ○ △ ▲ ☆ ★ ▲ ○

萩市 ○ ○● ○ ○ ▲ ▲ △ △ ▲ ▲

宇和島市 ※ 5 ○● ○ ○● ▲ ▲ △ △ ▲ ▲

九

州

佐賀市 ※ 3 - - - - - - - - -

熊本県 △ △● ○ ▲ △ ▲ △ △ ▲ △

日田市 ※ 5 ○● ○ ○● △ ▲ △ △ ▲ ▲

別府市 △ △ ○ △ ▲ ▲ ○ △ ▲ ▲

宮崎市 △ △ ○ △ ★ ▲ △ △ ▲ ★

石垣市 △ △ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ▲

表1：景観法施行前後の景観条例等の記載内容の変化
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定数増加が今後の課題である。一方で景観重要建造物の制

度を記載していない自治体も7％あり、その中でも世田谷

区は施行後も自主的制度のみを記載で、特徴的と言える。

4-4　ソフト面の景観形成制度

(1)ソフト面の制度

　ソフト面の制度　で変化が顕著な項目としては、「景観

協定･景観協議会」と「事前協議」がある。「景観協定･景

観協議会」については削除した自治体が19％あり、他項

目に比べて多い。この二つは景観法の項目であるため、今

後の活用増加が課題である。一方、「事前協議」について

は景観法の項目ではないが、17％の自治体が追加してい

る。景観法では大規模行為等の届出に対して審査期間 を

設けているが、これを補うために使用する自治体もある。

(2)罰則等

　景観法に罰則規定　が存在するが、景観法施行後も自治

体独自の罰則を維持している自治体が11％ある。さらに

罰則を新設した自治体が6％あり、2割弱の自治体が罰則

を追加している。対象は工作物や建築物指定とするものが

多い。また直接的な罰則ではないが、勧告に従わない事業

者の名称を公表する自治体がある。この措置を新設した自

治体が22％、施行後も措置を維持した自治体が24％ある。

一方、この措置を削除したのは2自治体のみである。こ

のように57％の自治体で罰則を追加しており、景観法の

罰則について変更の必要性を検討することが課題である。

5　結論

5-1　結論

（1）旧自主条例からの移行状況をみると、新規型計画と移

行型計画の策定数に違いはなく、さらに直近は新規型が多

い。加えて移行型を策定した自治体は旧自主条例を持つ全

自治体の25％にすぎず、移行の進展は不十分だと言える。

また景観計画の枠組についても新規型と移行型の相違は少

なく、新規型も旧自主条例に近い枠組で構成されている。

（2）内容の変化を見ると、景観計画等の紙面上では8割

強の自治体が何らかの項目増加を行っており、景観法から

好影響を受けていると言える。またソフト面の制度に関し

て、多くの自治体が景観法の不足部分を自主項目により補

助しており、特に罰則では6割弱にもなる。そのため移

行後も維持されている項目については、景観法に追加する

ことを検討することが今後の課題であると考えられる。

5-2　今後の課題

　本研究では景観条例および景観計画の記載内容から景観

計画への移行状況と内容について把握した。今後は実際の

運用状況や変更理由を明らかにし、景観法の評価を行う必

要がある。さらに移行型計画が抱える問題点から景観法の

制度的課題を検討していく予定である。

【補注】

(1)本研究における景観行政団体、景観計画等の指定・策定数はすべて国土交通省Ｈ

Ｐ「景観法等の施行状況（http://www.mlit.go.jp/crd/city/plan/townscape/

database/index.htm）」の平成20年4月1日時点でのデータに基づく。

（2）景観計画等とは、景観法に基づく景観計画および委任条例、自治体が独自に定める

景観基本計画および自主条例を指す。

(3)景観法施行前の旧自主条例、景観法施行後の景観計画および委任条例と自主条例が

主な行政資料である。

(4)本研究では景観法施行に伴って景観施策を始めた自治体の景観計画を新規型計画、

景観法施行以前から景観施策を行っていた自治体の景観計画を移行型計画と定義する。

(5)市町村合併で旧自主条例を定めている自治体は減少していると考えられるため、加

除式景観・景観行政ネットHPより再度策定数を確認した。それによると232自治体で

旧自主条例が制定されており、そのうち55自治体が景観計画へ移行を終えている。

（6）景観条例は景観法の委任条例及び景観に関する自主条例の総称とする。

(7)本研究の分析では、資料を入手することのできなかった大阪府太子町を除いている。

(8)委任規定は景観計画の策定手続、提案団体、届出対象行為・除外行為・特定届出対

象行為の追加、景観重要建造物・樹木の標識・管理基準、景観地区の罰金設定であり、

そのほかは自主規定となる。

(9)表1は旧自主条例と委任条例、自主条例の記載内容のみから分析を行っている。実

際の運用は考慮されていないので、今後の課題とする。

(10)広範な地域を対象に、建物規模から届出が必要な行為を限定する共通点がある。

(11)宇和島市と日田市は景観計画に移行した地域が限定されるため、全市域的には旧

自主条例による景観形成が行われている。

(12)地区を指定して、全域的な基準とは異なる基準を運用する共通点がある。

(13)実際に特定届出対象行為に対して、変更命令が出された事例はない。

(14)国土交通省によると景観重要建造物は7自治体が指定している（2008年4月1日）。

(15)※1特定届出対象行為が一部区域に限られる。※2景観法の景観重要建造物に関

する取り決めはなく自主規定のみで運用している。※3委任条例が策定中であり、入手

できなかった自治体。※4旧自主条例の景観形成地区等を景観計画区域に移行した自治

体の景観法に関係のない項目。※5景観計画区域外に旧自主条例による大規模届出制度

がある自治体の景観法に関係のない項目。

(16)ソフト面の制度としては景観法に存在する景観協定、景観協議会、景観整備機構

と自主規定の事前協議、その他協定、助成・表彰、景観審議会とする。

(17)景観法では届出を受けから30日以内に審査を行うという期間設定が新設された。

(18)景観法第100条から第107条で、必要な届出を行わなかった者に30万円以下、

変更命令に従わなかった者に50万円の罰金が科されるなどの罰則が定められている。
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